
・消費者確認通知書・民事訴訟裁判通達書・民事訴訟通告書 

 などと書かれた架空請求のはがきが、引き続き市内の５０代から７０代の女性を

中心に送りつけられています。 

差出人は、消費者生活センター、地方裁判所管理局や民事訴訟管理センターなど

を名乗っており、「至急連絡がない場合は、被告の財産差し押さえを強制執行する」

などと書かれています。あわてて連絡すると、ニセの弁護士事務所の電話番号を案

内されるなど、言葉巧みに個人情報を聞きお金をだまし取られてしまいます。 

「忘れたころにやってくる」のが、特殊詐欺。 

今も消費生活センターには、毎日同じよう

な相談が寄せられています。 

このようなはがきは無視し、絶対に相手方

に電話などしないでください。 

【発行元】長野市地域・市民生活部 市民窓口課 消費生活センター 

〒380-0835 長野市大字南長野新田町 1485-1 長野市もんぜんぷら座４階 

第１号 平成 31年４月 25 日 

長野市消費者被害防止見守りネットワーク情報

～不安を感じたら迷わず電話～ 

◆長野市消費生活センター 224-5777 

（消費者ホットライン 188） 

◆長野中央警察署 244-0110 

◆長野南警察署 292-0110 

（警察相談専用電話 ＃9110）


